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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
・経常収支比率　昨年より0.8%と微減しているものの、類似団体に比べ高く今後とも更なる行財政改革の推進に努める。
・人件費　人件費が30.8%と類似団体を上回っているのは、類似団体より職員数が多い理由（離島ゆえ保育所や老人ホーム等
に対して民間企業の参加が少ない）ことや、職員の平均年齢が高いことが主な要因である。ただ、集中改革プランで定員適正
化を位置づけ年々着実に、職員数の減少（組織機構・事務の見直しによる）の成果が表れ、今年度は類似団体との開きが
4.6%と縮まっている。
・物件費　物件費はこの5年間、類似団体より低い状況にあるのは、職員の節減意識によるものや臨時職員の配置や、リース
契約等について必要最小限にとどめている成果が表れている。
・扶助費　扶助費について、平成18年度以降類似団体より大幅に増加した原因は、児童福祉費における経常収支比率が激増
したことによる。保育所運営や老人ホーム運営についても、運営形態の見直しを含め検討していき経費削減に努める。
・公債費 平成7年～平成12年の間に大型事業を集中的に実施した為に高い数値にある。公債費適正化計画を策定し、年度
毎に発行の上限額や予定していた建設事業を後年に繰り延べる等している。
・補助費等　補助費等に係わる形状収支比率が類似団体の平均を上回っている理由は、一部事務組合で実施した建設事業
への公債費償還に対する負担金が多額のためである。今後は、構成団体とも検討しながら一部事務組合への事務事業を移
行しながらコスト対策に取り組むように努める。
・その他　その他が類似団体より高い水準にあるの原因は、繰出金にある。現在、下水道事業がピークを迎えており普通建設
事業や償還への繰出しが主なものだが、平成23年まで下水道事業が完了する予定なのでそれ以降は減少する見込みであ
る。また、国民健康保険特別会計の財政状況悪化に伴い、赤字補てん的な繰出金が多額となっていることも要因として挙げら
れる。下水道事業については、下水道接続率の向上や、国民健康保険特別会計については、国保税の見直し・住民への健康
増進事業を行い財源不足の圧縮に努める。
・普通建設事業費　普通建設事業については、昨年度は中学校建設事業があったたため類似団体に比べ、大幅な増であった
が、本年度は普通建設事業総額は減少して類似団体とほぼ同額となっている。ただ、単独事業については沖永良部農業水利
事業所建設があったため増となっているが、普通建設における財源として地方債の発行をしているので公債費負担適正化計
画により今後は、緊急を要する事業以外については抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,096,955 159,441 132,353 20.5
賃金（物件費） 63,440 9,221 10,150 ▲ 9.2
一部事務組合負担金（補助費等） 139,920 20,337 20,366 ▲ 0.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,633 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 41,000 5,959 5,722 4.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 68,054 9,892 3,522 180.9
▲退職金 ▲ 123,527 ▲ 17,955 ▲ 14,403 24.7
合計 1,285,842 186,896 160,342 16.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 19.04 15.05 3.99
ラスパイレス指数 89.0 93.2 ▲ 4.2
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

998,080 145,070 114,673 26.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 570 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 101,079 14,692 20,959 ▲ 29.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

152,934 22,229 7,775 185.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

6,012 874 4,493 ▲ 80.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

1,804 262 56 367.9

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 756,002 ▲ 109,884 ▲ 89,976 22.1

合計 503,907 73,242 58,549 25.1
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 鹿児島県 知名町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,240,938 170,740 20.7 146,689 ▲ 8.6 29.3

うち単独分 145,524 20,023 ▲ 8.3 71,909 ▲ 14.1 5.8

907,198 126,509 ▲ 25.9 136,479 ▲ 7.0 ▲ 18.9

うち単独分 274,790 38,320 91.4 67,544 ▲ 6.1 97.5

889,211 125,294 ▲ 1.0 121,414 ▲ 11.0 10.0

うち単独分 190,245 26,806 ▲ 30.0 58,925 ▲ 12.8 ▲ 17.2

1,203,029 172,280 37.5 124,895 2.9 34.6

うち単独分 219,392 31,418 17.2 61,345 4.1 13.1

656,363 95,402 ▲ 44.6 110,324 ▲ 11.7 ▲ 32.9

うち単独分 289,642 42,099 34.0 55,684 ▲ 9.2 43.2

過去５年間平均 979,348 138,045 ▲ 2.7 127,960 ▲ 7.1 4.4

うち単独分 223,919 31,733 20.9 63,081 ▲ 7.6 28.5
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